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1 JICA 研究所にて年 3 回改定。https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html 
（2012 年 3 月 23 日アクセス） 

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
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図表 2 州別貧困率、GINI 係数他2
(2008/2009)  

 

                                                   
2 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p.269. 
http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,20494,en.html（2011年 12月 15日アクセス） 
 

http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,20494,en.html
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3 UNDP (2010), Egypt Human Development Report 2010 Youth in Egypt: Building our Future, pp.20-21  
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http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/EGY.html
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5 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt's Progress Towards Achieving, 
pp.151-154.  
http://hdr.undp.org/xmlsearch/reportSearch?y=*&c=n%3AEgypt&t=*&lang=en&k=&orderby=year 
（2011 年 12 月 15 日アクセス） 

http://hdr.undp.org/xmlsearch/reportSearch?y=*&c=n%3AEgypt&t=*&lang=en&k=&orderby=year
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地図 1 エジプト行政区画6
 

 

 
 

                                                   
6 WB(2009), Arab Republic of Egypt, Upper Egypt: Pathways to Shared Growth, p. 7. 
http://siteresources.worldbank.org/INTDEBTDEPT/Resources/468980-1218567884549/5289593-1224797529767/EgyptDFSG03.pdf（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
地図は 2008 年時点のもの。当時は 26 県だったが、後に 2 県（Helwan, 6th of October）が追加された。 

http://siteresources.worldbank.org/INTDEBTDEPT/Resources/468980-1218567884549/5289593-1224797529767/EgyptDFSG03.pdf
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7 UNDP Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil Society, p. 51. 
 http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3450,en.html （2011 年 12 月 15 日アクセス） 

http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3450,en.html
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I. エジプトの貧困の状況の概観 

1. 貧困のトレンド・状況と背景の概観  

貧困削減は、エジプト政府の長期的開発ビジョンの主要目標の 1つに掲げられている。

エジプト全体の貧困率は過去数十年に亘って低下しており、これは乳幼児死亡率の低下、

初等・中等教育への就学率の上昇等の社会指標の改善によるものである8。他方で、エジプ

ト全体では貧困状況が改善しつつあるものの、全てのエジプト人がその恩恵を受けている

わけではなく、特に上エジプト地域の貧困層の生活水準は依然として低いままである。エ

ジプトは首都であるカイロを挟んで大きく上エジプト地域と下エジプト地域（デルタ地域）

に分けることができるが9、下エジプト地域の都市及び農村は経済成長の恩恵に与っている

とされる一方、上エジプト地域はエジプトの他のどの地域よりも深刻な貧困が存在してい

る。長い間、エジプトの貧困は、全国の農村に見られるものとされてきたが、近年は主に

上エジプト地域における現象として捉えられるようになってきている10。 

貧困の地域格差は、地域間の成長構造の違いによって説明される。下エジプト地域（大

都市、農村を含む）は大きく貧困率が低下しているが、これは、カイロ等の大都市や下エ

ジプト地域における工業・サービス部門の成長によるものである。逆に人口の約 30%を抱

え、上エジプト地域における経済活動の中心である農業部門の成長は鈍化している。一方

で、エジプトでは貧困の状況はそれほど根深くなく、貧困層の多くは貧困線を僅かに下回

るあたりに位置しているため、効果的な貧困政策が実施され、かつ貧困削減を目的とした

資金供給が実施されれば、比較的尐ない額で貧困削減につなげることが可能であるとする

分析もある11。 

エジプト政府は、貧しい人々のエンパワーメント、社会・経済開発、生活水準の向上

を目的とした貧困削減に取り組んでいる。政府は、貧困削減を達成するために特定集団へ

の公的資金の支出、保健・社会サービスの拡充、補助金を付与した生活必需品の供給等様々

な枠組み・手法を実施してきた。しかし、こうした取り組みは、貧困層以外の階層が恩恵

を受けるという結果や高コストの発生等の非効率な結果を招いているため、貧困層の地域

的分布を特定するための新たな枠組み・手法が求められるようになっている12。 

2000-2005 年に経済成長率が低迷した結果、同期間中の貧困率は悪化したものの、

2005-2008 年の好景気によって貧困率は改善した。しかし、2009 年には再び貧困率が悪化

している。2008/09 年に実施された全国的な世帯の所得、消費及び支出に関する調査

                                                   
8 UN Egypt (2005), UN Common Country Assessment, Embracing the Spirit of the Millennium Declaration, 
p. 20. 
http://www.undg.org/unct.cfm?module=CoordinationProfile&page=Country&CountryID=EGY&fuseaction=U
N%20Country%20Coordination%20Profile%20for%20Egypt （2011 年 12 月 15 日アクセス） 
9 一般的に、上エジプトはカイロより南部のナイル川上流地域を、下エジプトはカイロより北部のナイル

川下流デルタ地域を指す。 
10 UN Egypt (2005), UN Common Country Assessment, Embracing the Spirit of the Millennium Declaration, 
pp. 20-21. 
11 UN Egypt (2005), UN Common Country Assessment, Embracing the Spirit of the Millennium Declaration, 
p. 21. 
12 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 30 

http://www.undg.org/unct.cfm?module=CoordinationProfile&page=Country&CountryID=EGY&fuseaction=UN%20Country%20Coordination%20Profile%20for%20Egypt
http://www.undg.org/unct.cfm?module=CoordinationProfile&page=Country&CountryID=EGY&fuseaction=UN%20Country%20Coordination%20Profile%20for%20Egypt
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（Household Income Expenditure and Consumption Survey）の予備分析（preliminary 

analysis）では、2009 年に再び貧困率が悪化した理由として、世界経済危機に伴う投資、

雇用、経済成長の低下が指摘されている。同分析は、エジプトの貧困状況は経済動向に左

右されやすいため、世界経済危機で打撃を受けた国内経済の回復に向けた取り組みの強化

が貧困削減にとって重要であると指摘している13。 

 

                                                   
13 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 25. 
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II. エジプトの貧困削減のための政策枠組み 

1. 社会経済開発計画 

エジプト政府は、2007/08 年度14から 2011/12 年度に亘る第 6 次五か年社会経済開発計

画において、経済成長と同様に社会的公平性の改善を掲げている15。現在の第 6 次五か年計

画は、雇用、教育、経済、社会開発を重点分野としており16、2017-22 年長期ビジョン17、

2005-2011 年大統領選挙綱領プログラム18、MDG、2005-15 年新社会契約19に基づき策定さ

れている。同開発計画の主な概念的フレームワークは、投資及び経済改革による経済成長、

雇用促進、コミュニティの参加、持続可能な発展を達成するための天然資源の保護及び使

用の合理化、世界経済への統合を加速するためのエジプト経済の競争力向上といった基本

原則から構成されている。具体的目標としては、年平均 8%の実質経済成長、年平均 6%の

一人当たり所得成長、年間 75 万人分の雇用創出、人口増加率の低下（2.04%→1.9%）、物

価上昇率の抑制（6%を上限）、貧困線以下で暮らす人口の減尐（2012 年までに 15%、2012

年までに 12%）、非識字率の低下（2006 年 29.3%から 2012 年までに 20%）が掲げられて

いる20。 

 

2. 社会連帯省による貧困対策 

貧困削減戦略として、食料補助制度及び現金給付プログラムを実施する権限が社会連

帯省に与えられている。同省の重要なイニシアティブには、貧困層対象プロジェクト、食

                                                   
14 エジプトの会計年度は 7 月 1 日から。よって 2007/08 年度は、2007 年 7 月 1 日から 2008 年 6 月 30 日
まで。 
15 経済開発省（MoED） (2007), The Sixth Five-Year Plan 2007-2012. 2007, pp. 180-181. 
http://www.mop.gov.eg/english/sixth%20five%20year.html（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
同計画では貧困層に対する社会的保護対策を現物支給から現金給付へ漸次切り替えることで現金給付を受

ける世帯数が 2 百万世帯に倍増させることを計画している（UNDP (2010), Situation Analysis: Key 
Development Challenges Facing Egypt, p.79.参照）。 
http://www.un.org.eg/Publications.aspx?pageID=43（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
なお、MoED は、2007/08 年度開発計画のフォローアップレポートを発表し、マクロ経済指標を中心とす

る分析を行っているが、貧困に関する具体的な情報は示されていない。 
16 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 14. 
17 “Vision for Egypt„s Development by 2022”とも称され、高い経済成長率及び貧困・所得格差の削減を目

標に掲げている。同ビジョンが長期的な目標を掲げているのに対し、五か年計画は中期計画という位置付

けとなっている（GoE/UNDAF (2009), Development Assistance Framework (2007 – 2011), Mid-Term 
Review, p. 31.参照）。 
http://erc.undp.org/evaluationadmin/manageevaluation/viewevaluationdetail.html?evalid=3622（2011 年 12
月 15 日アクセス） 
18 ムバラク元大統領が、2005 年の大統領選挙時に発表した計画。社会・経済、政治等様々な側面を改革

するためのビジョンが含まれた（Ministry of Education (2007), National Strategic Plan for Pre-University 
Education Reform In Egypt, p. v.参照）。 
http://planipolis.iiep.unesco.org/format_liste1_en.php?Chp2=Egypt（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
19 2005 年の NHDR では、同社会契約は、基本的に貧困層に焦点を当てて策定された行動計画であると定

義する一方で、その他の市民にも代替的な選択肢を与えるものであり、エジプト人全体の能力向上を目的

とするものであると説明されている(Egypt Human Development Report, Choosing our Future: Towards a 
New Social Contract, p. 46.参照)。 
http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3335,en.html（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
20 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 14. 

http://www.mop.gov.eg/english/sixth%20five%20year.html
http://www.un.org.eg/Publications.aspx?pageID=43
http://erc.undp.org/evaluationadmin/manageevaluation/viewevaluationdetail.html?evalid=3622
http://planipolis.iiep.unesco.org/format_liste1_en.php?Chp2=Egypt
http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3335,en.html
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料及び液化ガスシリンダー（調理用ガスシリンダー）に対する補助金付与、条件付現金給

付が含まれる。同省は、行政開発省と協力して、貧困に関するデータベースを拡大・統合

するほか、食料補助金の管理、既存の配給カード制度に取って代わる“スマート・カード”

の導入を計画している。スマートカードは、現金補償等、補助金制度以外の社会支援への

応用を目指している21。 

 

3. 貧困マップの作成 

経済開発省（MoED）は、世界銀行（世銀）と共同で発表した Poverty Assessment Update 

(WB, 2007)の中でエジプトの貧困マップを作成している。これは、低い生活水準、高い失

業率の要因に関する詳細情報、最小の行政単位（村、地区）に関する指標を提供している。

また、同マップにより、貧困地域の正確な情報の把握、貧困対策による貧困層以外の受益

者発生の阻止、貧困層の実際のニーズ解明によって、貧困対策や公共支出の効率化につな

がることが期待される22。 

  2006 年に作成された貧困マップでは、1996 年の貧困マップとの比較において以下の点

が指摘されている23。 

 

・ 都市と比べて農村24における生活水準に大きな乖離があり、一部の村では貧困率が高

い。貧困率が高い村の代表的なものとして、ミニア、アシュート、ソハーグといった

上エジプトの地域が挙げられる。 

・ 1996 年から 2006 年までの間、一部の村や都市の小地区において依然として貧困が見

られる。この間、最も貧しい農村の集落において貧困の集中の度合いが高まっている。 

・ 1996 年と 2006 年の貧困マップでは、最も貧しい地域のうち半数が 10 年前と変わら

ず貧しい状況にあり、1996 年の時点で貧しいとされた地域のうち半数が貧困から脱

出した。他方で、以前は貧困ではなかった地域の多くが貧困に陥った。 

                                                   
21 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xix-xx. 
22 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 30. 
また、新たに作成された貧困マップは、1996 年及び 2006 年の国勢調査、1995/96 年及び 2004/05 年に実

施された世帯の所得、支出及び消費に関する調査の結果を用いつつ世銀の手法を適用している（UNDP 
Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil Society, p. 53.
参照。http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3450,en.html（2011 年 12 月 15 日ア

クセス））。 
23 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, pp. 26-27. 
24 エジプトにおける農村と都市の定義は議論のあるテーマである。エジプトの地方は、小さな町（small 
towns）、“母”村（mother villages）、母村を取り巻く“衛星”村（affiliated or satellite villages）、小村が密

集して混在する集落（hamlets）からなる。統計は、行政上の定義に応じて農村と都市の区別がなされ、都

市は大都市周辺地域の住宅地を除いた地域として定義される。密集した農村地域における多くの母村は、

他の国々で都市の通常の最低ラインとされる 5 千人の住民を優に超え、経済活動も純粋な農業からサービ

ス業へと変化している。仮にエジプトで 5 千人以上の住民が住む地域を都市とする定義を適用すると全人

口の 86%が都市に住む人々となる。（WB (2009), Arab Republic of Egypt, Upper Egypt: Pathways to 
Shared Growth, p. 8.参照） 
http://siteresources.worldbank.org/INTDEBTDEPT/Resources/468980-1218567884549/5289593-1224797
529767/EgyptDFSG03.pdf（2011 年 12 月 15 日アクセス） 

http://hdr.undp.org/en/reports/national/arabstates/egypt/name,3450,en.html
http://siteresources.worldbank.org/INTDEBTDEPT/Resources/468980-1218567884549/5289593-1224797529767/EgyptDFSG03.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTDEBTDEPT/Resources/468980-1218567884549/5289593-1224797529767/EgyptDFSG03.pdf
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・ 最貧困と定義される都市の地区の多くは、2006 年までに貧困から脱したと推測され

るが、これは都市において高い流動性があったことを示唆している。 

 

なお、貧困マップは 2009 年に更新されている。最新版の貧困マップによれば、最貧困

の村はエジプト全体で 1,141 あり、10 の統治地区（governorate）、すなわち、ミニア、ソ

ハーグ、アシュート、キナ（Qena）、 シャルキーア（Sharkia）、ベヘラ（Behera）、10 月

6 日（ 6 October）、ヘルワン（Helwan）、ベニ・スエフ（Beni Suef）、アスワン（Aswan）

の地域にまたがって存在する。これら最貧困の村には、1100 万人が住んでおり、そのうち

貧困層は 530 万人、人口比にして約 45％に達する（図表 7 参照）25。 

もっとも、貧困マップは、貧困が存在する場所を特定することのできる便利なツール

であるが、貧困対策として数あるメカニズムの 1 つにすぎず、貧困対策には貧困マップと

それを補完する他の手法が必要である26。 

 

図表 6 貧困マップ（2006 年版）27
 

 

 

                                                   
25 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 31. 
26 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 27. 
27 UNDP Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil 
Society, p. 51. 
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図表 7 貧困マップ（2009 年版）28
 

 
  

                                                   
28 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 31. 
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図表 8 最貧困サブ地区（都市部）の変遷（1996-2006）29
 

 

 
 

 

                                                   
29 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 24 



8 
 

図表 9 最貧困村（農村部）の変遷（1996-2006）30
 

 
 

                                                   
30 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 26 
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III. 所得貧困による分析 

1. 貧困線とデータ 

（1） エジプト政府設定の貧困線、その根拠と妥当性の確認 

貧困層を特定するにはまず貧困である人々とそうでない人々を分けるための基準が不

可欠である。2007 年の Poverty assessment update では、絶対的貧困線（Absolute poverty 

lines）が採用されている。具体的には、1 日あたり 1 米ドル（絶対的な最低生活水準）およ

び 1 日あたり 2 米ドル（貧困に陥る可能性の高い水準）という国際的な基準に沿った貧困

線が採用されている。絶対的貧困線を用いることで、時系列的変化および他国の比較が容

易になる31。 

一方、特定の国の状況に焦点を当てる貧困線として国内貧困線（National poverty lines）

がある。国内貧困線は次に挙げるベーシックニーズ費用法によって算定される。 

2007 年の Poverty assessment update における貧困評価の方法論およびデータは、ベ

ーシックニーズ費用法（The Cost of Basic Needs Method）を採用しているが、これは

1996-2000 年を対象期間としてまとめられた 2002 年の貧困に関する報告書32と同じである。

貧困の定義については、最貧困（基本的な食料でさえ確保することができないグループ）、

絶対的貧困（最低限の食料及び非食料品のニーズより尐ない支出にとどまるグループ。）、

近貧困（基本的食料及び僅かに多い必要最低限の非食料品をかろうじて確保するグループ）

に分類され、これらを総称して貧困全体と呼んでいる。ここで定義された各貧困層（最貧

困、絶対的貧困、近貧困）は、最貧困、下方貧困、上方貧困の各貧困線に相当する33。この

中で、下方貧困線が国別貧困線であり、この貧困線以下の層が「貧困層」とされる。 

2008 年の基準では、年間支出額が 1,648 エジプト・ポンド34（以下 LE）以下の人は最

貧困層、2,223LE 以下の人は貧困層（下方貧困線）と見なされる。その際、上方貧困線は、

非食料品に対する支出を僅かに高めに加味して 2,801LE となる。最貧困層の値は、MDG の

ターゲット 1 で定められた 1 日当たり 1.25 米ドルの値に非常に近く、上方貧困線の値につ

いても 1 日当たり 2.5 米ドルの値に近い35。 

 

（2） データーソースの紹介とその評価 

エジプトにおける貧困率は 1957 年から実施されている世帯の所得、支出及び消費に関

する調査の結果（Household Income Expenditure and Consumption Survey: HIECS）を元

に算出されている36。2004/2005HIECS までの貧困状況を分析した報告書として、2007 年

に MoED が世銀と協力して作成した Poverty Assessment Update がある。その後、最新の
                                                   
31 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 2. 
32 WB (2002), Arab Republic of Egypt: Poverty Reduction in Egypt, Diagnosis and Strategy.における研究成

果の改訂版という位置付けとなっている。 
33 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. ii. 
34 1 エジプト・ポンド(EGP) = 13.073 円(JICA 平成 23 年度精算レートによる)  
http://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/pdf/rate_2011.pdf  
35 UNDP (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xix. 脚注 
36 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p.1. 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/pdf/rate_2011.pdf


10 
 

貧困率は、2008/09 年に実施された HIECS によるものがある。1999/2000 年以降のデータ

については約 48,000世帯に上る大きなサンプルを集めており、また、統計手法の面からも、

Cost –of-Basic Needs の手法に統一され十分に比較分析が可能なデータである37。ただし、

最新の 2008/2009 年の HIECS においては辺境統治地区（Frontier Governorates）のデータ

が不十分な部分があり、注意が必要である38。 

また、エジプト中央統計局（CAPMAS）が行った調査として、世帯所得、支出、消費

に関するパネル調査（Household Income, Expenditure and Consumption Panel Survey: 

HIECPS）がある。同調査は 2005 年から 2008 年の間の世帯の消費および生活水準の変化

に関する追跡調査であり、ある一定期間において同一世帯の状況を調査した初の大規模調

査である39。世界銀行が 2011 年に公表した、Was growth in Egypt between 2005 and 2008 

pro-poor ? from static to dynamic poverty profile 報告書は、HIECPS 調査を基に作成された

ものである。 

 

2. 貧困の状況―貧困率・貧困ギャップ率の分析、格差の分析―ジニ係数の分析 

（1） 貧困率 

エジプトにおける貧困は、全人口の 40%に及んでいる。2005 年の貧困率 40%は、2,800

万人に相当するが、うち 1360 万人（全人口の 19.6%）が絶対的貧困（下方貧困線以下）、

1,450 万人（同 21%）が近貧困（上方貧困線以下）、260 万人（同 3.8%）が最貧困となる。

多くの人が貧困線の近くに集中しているが、このことは、月額 4LE という僅かな消費が減

尐するだけで、全人口の 2.3%に相当する人々が新たに貧困層に転落することを意味する。

反対に、僅かな所得の上昇があれば、人口の 2%以上を貧困から脱出させることが可能にな

る40。 

しかし、UNDP の 2010 年の報告書によると、エジプトでは、最貧困層の割合は 1990

年の 8.2%から 2008/09 年には 3.4%に減尐したが、国内貧困線は、1990/1992 年の 24.2%

から 2008/09 年の 21.6%に僅かに減尐したに過ぎない41。エジプトでは、2005 年から 2008

年の間に貧困水準は低下したが、貧困リスクは同じ割合で低下したわけではない。この間、

主に都市に住む約 180 万人が貧困から抜け出したが、最低限の食料確保に要する費用を捻

出できない最貧困層の数は 110 万人増加した42。 

 

 

                                                   
37 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p.2。2000 年以前のデータについては数値に

齟齬があると指摘されている。 
38 WFP (2011), Secondary Data Analysis, p.46 脚注。 
39 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p.2. 
http://go.worldbank.org/VIE5CX6QD0（2011 年 12 月 15 日） 
40 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. iii. 
41 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 7. 
42 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, pp. 50-51. 

http://go.worldbank.org/VIE5CX6QD0
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図表 10 貧困率と経済成長率の経年変化（1982-2010 年）43
 

 

 
 

 

  

                                                   
43 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving. P20 
http://hdr.undp.org/xmlsearch/reportSearch?y=*&c=n%3AEgypt&t=*&lang=en&k=&orderby=year（2011 年
12 月 15 日アクセス） 

http://hdr.undp.org/xmlsearch/reportSearch?y=*&c=n%3AEgypt&t=*&lang=en&k=&orderby=year
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図表 11 統治地区別貧困率その他（2008-2009）44（再掲） 

 

 

 

 

 

                                                   
44 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future. 
P269. 
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（2） 貧困ギャップ比率・二乗貧困ギャップ比率 

貧困ギャップ比率(P1)は、貧困ライン以下で生活する人々の平均支出・所得の貧困ライ

ンからの乖離を表したもので、貧困の深度を表すものである。二乗貧困ギャップ率(P2)は、

貧困ラインからの乖離率を二乗することで、より貧しい人の状況を大きく反映させようと

するものである。図表 12 は、貧困ギャップ比率に関する HIECPS 調査に基づいた経年分

析である。この表からわかるとおり、2005 年から 2008 年にかけて都市及び農村ともに貧

困ギャップ比率は減尐しており、貧困の深度は小さくなっているものの、二乗貧困ギャッ

プ比率では、農村において比率が大きくなっている（1.6→1.8）ことが分かる。実際に同期

間中、農村における最貧困層の割合が急増したことによって、最貧困層の人数は 110 万人

増加している。このことは、同期間中、最貧困層の人々は経済成長の恩恵を受けておらず、

経済成長が貧困削減には結びつかなかったことを示している45。 

 

図表 12 貧困ギャップ率・貧困の重度46
 

 

 

 

（3） 格差の分析－ジニ係数の分析 

ジニ係数は不平等の度合いを測る指標であるが、HIECPS 調査によると、2005 年から

2008 年にかけて、ジニ係数は都市及び農村の双方で拡大している。消費別で見る階層の比

較では、農村における低所得階層（25 パーセンタイル/10 パーセンタイル）と都市におけ

る高所得階層（90 パーセンタイル/50 パーセンタイル）との格差が大きくなっている（そ

れぞれ 1.23→1.29、2.04→2.13）ことがわかる47。 

 

 

                                                   
45 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 11. 
46 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 11. 
47 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 11. 
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図表 13 階層別消費格差の比較48
 

 

 

                                                   
48 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 12. 
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IV. 所得貧困以外による分析 

1. HDI の概況とトレンド・国際及び地域変化 

2011 年におけるエジプトの人間開発指数（HDI）は 0.644 で、187 の国・地域の中で

113 位（112 位フィリピン、114 位パレスチナ）で中位人間開発カテゴリーに属する。2010

年には、169 か国中 101 位であったが、HDI に含まれる国の数同様、基礎となるデータ及

び手法が変わったため、過去の報告書との単純比較では誤解を招くことに留意する必要が

ある。1980 年から 2011 年にかけてエジプトの HDI は 59%上昇（0.406→0.644）している。

同期間中の HDIの構成要素を見ると、それぞれ平均余命は 17.1年、期待教育年数は 3.5 年、

平均就学年数は 4.4 年、1 人あたり GNIは 130%伸びた49。 

 

 

図表 14 エジプト HDI 推移（構成要素含む）50
 

 
 

地域別で見ると、エジプトの HDI はアラブ諸国 18 か国中 12 位であった。アラブ諸国

の HDI は、2011 年に 0.641 であり、中位人間開発諸国の平均値（0.630）を僅かに上回っ

ている51。アラブ諸国の中でエジプトの HDI 及び人口規模に近い国としてはモロッコ、シリ

アが挙げられる52。 

 

 

                                                   
49 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, p. 2. 
http://hdrstats.undp.org/images/explanations/PSE.pdf（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
50 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, p. 2. 
51 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, p. 3. 
52 HDR ウェブサイト（http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/EGY.html）参照（2011 年 12 月 15 日
アクセス）。 

http://hdrstats.undp.org/images/explanations/PSE.pdf
http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/EGY.html
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図表 15 エジプトと周辺諸国等との HDI 比較53
 

 

 

2. 不平等調整済み HDI（IHDI）54
 

2010 年 HDR は、人間開発報告書が長年使用してきた人間開発指数（HDI）を補完する

ため、不平等調整済み人間開発指数（IHDI）を新たに設けた。IHDI は、不平等の度合いに

応じて平均余命、教育、所得の平均値を「割り引く」ことで HDI 全ての指数における不平

等を考慮したものとして採用された。HDI は潜在的な人間開発指数とされるが、IHDI は実

際の人間開発指数と見なされる。不平等からくる潜在的な人間開発の損失は、HDI 及び IHDI

の差異によって与えられる。以上を踏まえると、エジプトの HDI は、前述のとおり 0.644

であったのに対し、IHDI は 0.489 と、各構成要素における不平等によって 24.1%の損失が

見られた。地域比較では、中位国の HDI における損失は 23.7%、アラブ諸国の HDI におけ

る損失は 26.4%であった。 

 

 

図表 16 エジプトと周辺諸国等との IHDI 比較55
 

 
 

3. MDG 指標の分析56
 

エジプトは MDG 達成に向けて大きく前進しており、大半の MDG 目標の達成が可能と

見込まれている。とはいえ、ターゲット 1（極度の貧困と飢餓の撲滅）、3（ジェンダー平等

                                                   
53 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, p. 3. 
54 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, pp. 3-4. 
55 UNDP (2011), Explanatory note on 2011 HDR composite indices, HDI values and rank changes in the 
2011 Human Development Report, Egypt, p. 4. 
56 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving, pp. 
15-16. 
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の推進と女性の地位向上）、6（HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延防止）の一

部の具体的な目標については未だ達成されておらず、また、進捗が遅いものもあるため、

経済・財政危機、食糧・燃料の確保、伝染病、気候変動等の世界情勢を考慮しつつ、目標

を達成するための取り組みを強化する必要がある。特に生産的な雇用の創出、雇用におけ

る男女間格差の解消、労働市場へのアクセス強化、女性の政界進出のための取り組みが必

要とされている。HIV/AIDS 及び伝染病は、エジプトにとって重大な脅威ではないものの、

B 型/C 型肝炎は深刻な保健上の危機であり、国内で見られる主な疾患や死亡理由になると

考えられている。エジプトの MDG達成に向けた進展の一方で、今後の取り組むべき課題と

しては以下が挙げられる57。 

 

• 上エジプト地域及び農村を中心として、多くの地域で様々な分野にわたる不平等が存

在。これらの地域における進捗が遅れているため、一部の MDG 目標達成が困難。こ

うした状況を受けて、政府は、格差解消に向けた貧困地域の特定、貧困層への試験的

な現金給付プロジェクト等の取り組みを実施。 

• 男女間の格差は依然として女性の開発プロセスへの参加を阻害。 

• 急速な人口成長による人口規模拡大および開発プロセスから得られる利益の縮減。 

• 世界経済危機以前に達成した水準を上回る持続可能な経済成長率の達成。 

• 若者と女性に対する機会の促進及び参加度合いの拡大。 

 

                                                   
57 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving, pp. 
14-16. 
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V. 社会的属性・特性と貧困との関連の分析 

1. 地域別に見た特徴 

2009 年の貧困マップによって、最貧困に陥っている 1000 以上の村を特定することが

できる。これらの村では、100 万人以上の世帯、人口にして約 500 万人の人々が貧困に苦

しんでいる。500 万人という数字は、これらの村に住む全人口の約 46%が貧困に苦しんで

いることを示している。また、エジプト全体との比較においては、エジプトの農村在住貧

困層のうち 54%がこれらの村に住んでいること、エジプトの全貧困層の 42%がこれらの村

に住んでいることが、貧困マップによって明らかとなる。地域的な分布の観点からは、上

エジプト地域の 3 統治地区（アシュート、ミニア、ソハーグ）に貧困村の 82%が集中し、

その数は 794 村にのぼる58。2006 年の貧困マップでは、最も貧しい村で上エジプト 3 統治

地区に位置する村の数は 762 村であったことを踏まえると59、上エジプト 3 統治地区に貧困

村が集中するという状態に全く改善が見られないことがわかる。 

また、世界銀行のWas growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? 報告書から、

都市における所得格差が拡大していることがわかる。III.2.(3)でも言及したように、都市に

おける所得配分に関し、高所得階層（90 パーセンタイル/50 パーセンタイル）の格差が大

きくなっており、ジニ係数の拡大に影響を与えているが、都市では高所得階層の所得が高

い伸び率を示しているのに対し、20 パーセンタイルから 60 パーセンタイルの中間層の所得

の伸びは年率 1%と殆ど変化がない60。このことは、中間層が貧困層に吸収されようとして

いることを示唆している61。 

 

                                                   
58 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, 
p.31.. 
59 UNDP Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil 
Society, p. 53. 
60 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 12. 
61 低中所得者層にとって 1%の所得の伸びは、2000-2005 年の経済が低迷していた期間に被った損失を補

うには十分でないとされる。WB(2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ?, p. 12.脚
注参照。 
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図表 17 貧困マップ（2009 年）62（再掲） 

 
 

  

                                                   
62 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 31. 
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図表 18 州別貧困率、GINI 他 （2008/2009）63（再掲） 

 
 

 

 

                                                   
63 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future. 
P269. 
 



21 
 

図表 19 階層別消費格差の比較64（再掲） 

 
 

2. 年齢別に見た特徴 

MoEd および世銀による 2007 年の Poverty assessment update 報告書において、各年

齢層と貧困の関係について見ると、農村に住む若年層が貧困のリスクをより多く抱えてい

ることが分かる。2005 年には 21%の子供（15 歳以下）が貧困下にあった。年齢階層別で

は、10-14 歳、15-19 歳の世代で貧困リスクが高く（全国平均で約 26%）、20 代から 30 代

の若い労働世代の間では比較的貧困リスクは低かった。貧困リスクは、各地域で程度が異

なるものの、都市、農村ともに年齢階層別で見る傾向はほぼ同じであった。そのうち、全

地域の全世代の中で最も貧困リスクが高いのが、上エジプト地域の農村における若年層で

ある65。 

2010 年の UNDP の報告書によると、15 歳以下の子供は、エジプト人口の 3 分の 1 を

占め、うち 5 分の 1 が貧困である。また、世帯の裕福さと子供のはく奪状況には相関関係

がある。住居（shelter）、食料、教育、情報、健康、衛生、水の全ての項目について、貧し

い世帯ほど、子供のはく奪状況が大きくなっている66。 

同報告書は、セクターや地域にまたがって取り組むべき問題や課題について分析を行

っているが、子供に対する投資がエジプトの発展を支える上で必要であると指摘している。

持続可能な貧困削減及び子供に資する成長を達成するには、国家の能力向上のみならず、

社会インフラの発展に取り組む必要がある。国家予算に占める子供の発展に割り当てられ

た予算は絶対額で増加しているものの、相対的な重要性は低下している。子供対策及び子

供の権利達成は、公共政策によって強く影響を受けるが、子供の生活の質が国の将来を決

                                                   
64 WB (2011), Was growth in Egypt between 2005 and 2008 pro-poor ? from static to dynamic poverty 
profile, p. 12. 
65 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 31. 
66 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, pp.60-61. 
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定する67問題であるため、優先的な取り組みを必要とする。 

 

図表 20 地域別各年齢階層の貧困リスク68
 

 

 

 

図表 21 裕福さと子供のはく奪状況との関係69
 

 

 

3. 男女世帯主別に見た特徴70
 

エジプトでは女性が世帯主である世帯（Female Household: FHH）の構成人数は、全人口

の 10.5%を占める。FHH それ自体は、エジプトにおける貧困層の 7.5%と、全体の 1 割にも
                                                   
67 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 60. 同書は、貧

困層および子供の利益になるような成長を維持するには、国民の能力の向上だけでなく、社会インフラの

整備に取り組むことが必要であると指摘している。また、子供の貧困は多次元にわたることから、子供の

貧困解消には世帯構造、労働市場の状況、政府の支援等の様々な側面から取り組む必要があるとしてい

る。 
68 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 31. 
69 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p.61. 
70 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 40. 
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満たないものの、世帯構成と貧困の相関を考察する上で無視できない要素である。下の図

からも明らかなように、大都市を除き男性が世帯主である世帯(MHH)よりも FHH の方が貧

困率は低くなっており、FHH の方が MHH よりも貧困になりやすいという議論とは反対の

結果となっている。こうした傾向は、多くの国で確認されており、決して珍しい傾向では

ない。しかし、エジプト特有の要素としては、（1）文化的傾向として、仮に男性が一家の

稼ぎ手ないし大黒柱ではない場合でも、実際の女性世帯主以外の男性を世帯主として報告

すること、（2）FHH の 70%は未亡人による世帯構成であるが、こうした人々は高齢で且つ

資産を自由に扱える立場であることが挙げられる。3 人以上の子供を抱える FHH は、都市

及び農村のいずれにおいても貧困に陥りやすいとされるが、この点については世帯主の男

女の区別なく、大半の世帯に共通して言えることである。 

 

図表 22 男性・女性世帯別貧困リスク71
 

 

 

4. 産業構造から見た特徴72
 

GDP で見るエジプトの経済構造は、サービス産業が経済の中心である。サービス産業

は、2000-05 年に年平均 4.3%成長を達成したが、特に牽引役となったのは、観光、運輸、

通信分野である。1990 年代初期以降、サービス産業の GDP に占める割合は 50%を超え、

経済成長と共に徐々にその割合を広げている。サービス産業の成長により、貧困層が被雇

用者となっている様々な産業にも乗数効果が及んだ可能性がある。 

2006 年度には、サービス産業の割合が更に高まり、反対に農業の割合が減っている。

サービス産業の成長と農業部門の低迷が貧困に与える影響は明らかではない。都市に住む

貧困層は好調な経済セクターの恩恵を受けることができるかもしれないが、経済成長の波

及効果が農村の貧困層にまで届くにはかなり長い時間を要する。 

                                                   
71 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 40. 
72 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, pp. 53-54. 
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図表 23 セクター別 GDP 構成73
 

 

 

5. 雇用と貧困 

人々の収入源の内訳を見ると、労働から得られる所得が主要な収入源であり、これに

社会保障等の現金給付、農作物栽培による収入、不動産収入等が続く。労働は貧困層にと

って唯一の価値のある資産である。エジプトでは、貧困であるほど労働による賃金や自営

業による収入を含む労働から得られる収入に依存しており、富裕層ほど収入源が分散して

いることが分かる（図表 24 参照）。 

 

図表 24 貧困状況別所得構成74
 

 

 

2000-20005 年の間に平均失業率は改善したものの、貧困層の失業率は悪化している。

                                                   
73 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 54. 
74 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 36. 



25 
 

世帯の所得、消費及び支出に関する調査によると、失業率は 1996 年の 7.8%から、2000 年

に 6.1%、2005 年に 5.5%と低下した。地域別で見ても失業率は一様に低下していたが、貧

困層の失業率は上エジプト地域の都市部をのぞき全ての地域で悪化している。結果として、

2005 年の貧困層の失業率は 6.4%と、非貧困層の 5%より高い水準となった。特に大都市地

域では、貧困層の失業率は非貧困層の失業率の 2.2 倍に達している75。 

 

 

図表 25 貧困状況別失業率（都市部および地方）76
 

 
 

図表 26 貧困状況別失業率（地域別）77
 

 
 

                                                   
75 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 38. 
76 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 38. 
77 MoED/WB (2007), Egypt - Poverty assessment update, p. 38. 
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図表 27 性別・居住地・教育等各要素に基づく地域別失業率（2007 年）78
 

 
 

雇用別で見ると、農村の賃金労働者、とりわけ上エジプト地域に住む人々が最も貧困

に苦しんでいることが分かる（図表 28 参照）。賃金労働者、雇用者、自営業者、無給労働

者、様々な雇用形態があるものの、全ての雇用形態について、貧困率は都市よりも農村に

おいて高い。農村の中でも上エジプト地域で働く賃金労働者は、地域、雇用形態、何れを

とっても最も貧困リスクが高い（42%）79。 

貧困層の世帯構成員が生計活動に参加できていないことが、貧困層が貧困から脱却で

                                                   
78 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, 
p.268. 
79 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 70. 
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きない要因となっている。貧困層の労働参加率は 45%で、非貧困層の 47.6%に比べ僅かに

低い値である。貧困層の労働参加率が非貧困層と比べて低い傾向は、地域に関係なく共通

したものとなっているが、その差異は農村（貧困層 46.5%、非貧困層 54%）の方が都市（貧

困層 39.6%、非貧困層 42.2%）よりも大きい80。 

 

図表 28 雇用形態別貧困率81
 

 

 

6. 教育と雇用 

2005 年に貧困層の 80%（全エジプト人口の 16%）は、基礎的な教育ないしそれ以下の

教育しか受けておらず、大学教育を受けたのは僅か 3.4%に過ぎない。2000 年時点と比較

すると、貧困層に占める低学歴の割合は若干改善されているが、所得階層の間の学歴差は

依然として非常に大きい。また、教育格差は農村よりも都市において顕著であり、都市に

おける貧困層と富裕層の間の教育格差が一番大きい（図表 29 および図表 30 参照）82。 

 

 

                                                   
80 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 38. 
81 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 70. 
82 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 33. 
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図表 29 貧困状況別教育水準83
 

 

 

 

図表 30 貧困層および富裕層との教育格差（都市部と地方別）84
 

 

 

7. 宗教と貧困 

カイロには、Zabbaleen85と称されるコミュニティが存在する。Zabbaleen は、廃棄物

回収、分別、再利用を生業とし、伝統的にカイロの廃棄物処理に重要な役割を果たしてき

た。Zabbaleen は、上エジプト地域に住む土地を持たない農業従事者であったコプト教86の

人々が 1930 年頃カイロのインババという地区に不法に居住を開始したことに端を発する。

1981 年に Zabbaleen を対象とした環境・開発プログラム87が開始されるまで、Zabbaleen
                                                   
83 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 33. 
84 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 33. 
85 Zabbaleen とはエジプト方言のアラビア語で“ゴミの人々”を意味する。 
86 エジプトで発展したキリスト教の一宗派。 
87 “Zabbaleen Environment & Development Program”が世銀等の支援によって実施され、Zabbaleen が後

に拠点を変えたモカッタム地区の基本インフラ及び施設の改修が実施された。 
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は、極めて劣悪な環境及び衛生状態の下で貧しい生活を強いられた。当時、廃棄物回収等

にかかるサービスは、政府や一般市民にその重要性が認識されていなかった88。 

Zabbaleen は、エジプト全体における宗教と貧困の相関を示すものではなく、寧ろ特殊

なケースであると思われる。エジプトにおいて宗教対立は伝統的に存在しているものの、

宗教対立が貧困に影響を及ぼす可能性を捉えることは難しい。しかし、この事例は、宗教

的出自によって職業選択の幅が制限されていることを示すものとして重要である。 

 

                                                   
88 Neamatalla, Mounir (1998), Zabbaleen Environment & Development Program, Cairo, Egypt, p. 4. 
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VI. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1. 所得分配 

(1) 経済成長に伴う所得格差の拡大 

エジプトでは、1990 年代の世界・地域経済の低迷、2001 年の 9.11 事件及び 2003 年

のイラク戦争による外的ショックの影響から、2000 年代前半は経済が低迷していた。国内

も外貨不足やビジネス環境の不整備によって経済成長率は 2-3%台と、急増する労働力人口

の吸収に十分な雇用を生み出すために必要とされる成長率の半分程度にとどまっていた。

しかし、2004 年に就任したナズィーフ首相を中心とする内閣が経済改革を実施した結果、

2004 年には成長率が 4.4%を記録し、その後 2008 年には 7.2%となった89。 

新内閣による経済改革が経済成長をもたらす一方、市民の間の経済格差は拡大し、ジ

ニ係数が上昇した。経済格差拡大の背景には、都市部における所得の分配が不平等であっ

たこと、成長スピードの速かった都市部と農村との間で地域間格差が広がったことが挙げ

られる90。 

 

(2) 人口の多くを占める農村の貧困 

貧困層の生計手段として重要な役割を担う農業は、過去 10 年間低成長にとどまってい

る。農業は、労働力の 4 分の 1 以上を支えることに加え、社会サービス部門に次ぐ二番目

に大きな雇用の受け皿となっている。しかし、生産性が低いため、特に農村の貧困層にと

って、農業は収入源としての役割をほとんど果たしていない。農村に住む貧困層の所得の 4

分の 1が農業所得であるのに対し、支出の 50%以上が食費に費やされている91ことからも、

農業所得が家計を支えきれない実態が窺える。 

また、エジプトには地域的に大きな格差が存在する。エジプトにおける若年層調査

（Survey of Young People in Egypt）によると、農村に住む若者はエジプトの若年層の 59%

を占め、貧困に苦しむ若年層の 85%は農村に住んでいる。このように貧困は農村において

顕著であり、彼らは公共財やサービスへのアクセス機会が制限されている。貧困は、教育

や技能の不足、人間らしいきちんとした仕事の欠如といった問題と密接に結びついている。

そのため、貧困世帯を地域的に絞り込み、On-the-job training、読み書き教育、所得創出を

提供する必要がある。そのためには、1000 の村モデルといったイニシアティブを活用し、

各コミュニティのニーズに応じて雇用創出につながるスキームと統合させることで貧困解

消に必要な施策を実施していくことが重要である92。 

 

(3) 投資誘致と産業構造、国内雇用への変化 

2004 年以降の経済改革を通じた投資環境の改善によって、対エジプト向け外国直接投

                                                   
89 UN Egypt (2005), UN Common Country Assessment, Embracing the Spirit of the Millennium Declaration, 
p.18 
90 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 51 
91 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 54. 
92 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 59. 
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資額は順調に伸びており、2003年の2.1億ユーロから2007年には84億ユーロに急増した。

2008 年は 64 億ユーロ、2009 年は 48 億ユーロと勢いが減尐したものの、2003 年と比べて

20 倍以上の伸びとなっている93。国連貿易開発会議（UNCTAD）の 2007 年世界投資報告書

（WIR）によると、エジプトは 2006 年にアフリカ諸国の中で最大の対内直接投資受入国と

なった94。 

欧州や湾岸諸国からの対エジプト向け外国直接投資は急増している一方で、加熱する

投資に比してエジプト国内における雇用は増加していない。近年の両地域からの投資の大

半は、ライセンス取得に関する入札や国営銀行の民営化に伴う株式の買収等オーナーシッ

プの委譲による資本集約的な投資であり、必ずしもプロジェクトの新設や工場建設等雇用

機会の増加をもたらす実質的な投資ではないと考えられる95。 

 

2. 人口学的要因：若年層の雇用問題 

(1) 若年層の失業率の高さ 

エジプトでは若年層の人口が他の年齢層と比べて多く、2006 年の国勢調査では 18-29

歳の人口が総人口の 25%を占めている。若年層が多いことによって、高齢者及び子供とい

った非労働世代人口との割合で労働世代が増え、経済依存度が低下するという利点がある

一方で、人口規模が大きいことで教育制度や労働市場等に過度な圧力をかけるという弊害

もある。教育や労働政策の失敗によって多くの若年層が社会的・経済的に阻害されると、

彼らはグローバル経済における競争力も持っていないため、彼らの存在は社会的に利益と

いうよりもむしろ重荷となってしまう96。 

2009 年における 18-29 歳人口の失業率は 16.7%である。失業率は女性の間で高く、男

性の 12%に対し、32%に達する。全体で見ると、失業率は 1998 年の 25.6%から 2006 年に

は 16.9%と低下したが、2009 年の失業率は 2006 年と比べて殆ど変化が見られない。なお、

エジプトでは 18-29 歳人口のうち、58.5%は労働市場から撤退している。こうした人々は仕

事に就かず、仕事への関心もなく、働く意思を有していないことを表すが、女性の割合は

83%と男性の 3 倍以上となっている97。 

 

 

                                                   
93 欧州委員会ウェブサイト参照。

http://ec.europa.eu/trade/creating-opportunities/bilateral-relations/countries/egypt/（2011 年 12 月 15 日アク

セス） 
94 UNCTAD (2007), World Investment Report 2007, p. 36. 同報告書では、世界的に投資の大半が石油や天

然ガス等の採掘産業に向かった一方で、エジプトでは 100億米ドルを超える外国直接投資額の 80%が農業、

製造業、金融、観光といった非石油部門に向かったと説明している。 
95 Massoud, Nada (2008), Assessing the Employment Effect of FDI Inflows to Egypt: Does the Mode of 
Entry Matter? 
96 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, pp. 
35-36. 
97 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, pp. 
38-39.  

http://ec.europa.eu/trade/creating-opportunities/bilateral-relations/countries/egypt/
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図表 31 若年層の失業率に関する諸指標98
 

 
 

 

(2) 労働市場のミスマッチと若年層の雇用の受け皿づくり 

エジプト人労働者は、市場が求める人材要件を全て満たしているわけではなく、この

ことが民間セクターの成長、競争力強化を妨げている。教育と労働市場のニーズの間にミ

スマッチがあるため、大学で教育を受けた若者の失業率が高い水準にある。人材育成に必

要な職業教育・訓練についても、質の低さから、技術的な職業訓練・教育を受けた人材は

低い就職率にとどまっている。大半の職業訓練校は、市場のニーズに対応しておらず

（supply-driven）、明確な教育綱領及び訓練方法の基準が欠落しており、技術の発展に合致

しない旧式の機材を使用している99。 

2006 年の調査では、15-64 歳の生産年齢人口のうち、大卒者の失業者の割合は、男性

が 12%、女性が 30%となっている。しかし、若年層（15 歳から 29 歳）に限定すると、大

卒者の失業者の割合は、男性で 25%、女性で 45%に達する100。こうした状況を受けて、若

者の雇用促進のための国家計画が策定され、5 年以内に同失業率を 23%から 15%に削減す

る目標が立てられた。同計画の下、毎年労働市場に参入する若年層の雇用及び失業者の一

                                                   
98 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 
150. 
99 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xviii. 
100 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 17. 
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部を吸収するため、5 年間で約 310 万人の雇用を創出する予定である101。計画はまだ実施

されていないが（2010 年現在）、労働市場へ参入する人材にとっての雇用の主な受け皿が非

公式経済であることを踏まえると、エジプトの若年層の雇用問題を解決するには、単に雇

用を創出するだけではなく、良質な雇用の創出が不可欠である102。 

 

                                                   
101 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xviii. 
102 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xviii. 
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VII. エジプトの JICA 事業における優先分野のなかで貧困の視点から特に重要

な事項と貧困との関連分析 

1. 公共サービスの拡充・改善、社会福祉の向上 

(1) 教育103
 

政府は、教育を国家繁栄のための基礎と位置づけている。エジプトの教育システムは、

4 万 3 千の学校、160 万人の学校関係者（教師、事務員等）、1,600 万人以上の生徒を抱え、

世界でも有数の規模を誇る教育制度を有する。政府は、高等教育省を中心として、2015 年

までに MDG を達成するために、教育水準及び教育の質の向上に向けた取り組みを実施し、

実際に顕著な進展を遂げている。 

他方で、女性を中心とする非識字率、増加する退学者数、大卒者の高い失業率等の課

題が依然として残されている。また、男女間および家計の所得の差によって、就学率や出

席率に差が生じている。The Millennium Development Goals 2010 では、まず家計の所得格

差によって出席率に差が生じることが確認されている（図表 33 参照）。貧困層から最も裕

福な層では、男女とも 9 割以上の出席率である一方で、最貧困層では男女とも 9 割を下回

っている。また、男女間の格差で見ると、貧困層以上では男女間の出席率の差は男性のほ

うが 1%ほど高い程度であるが、最貧困層ではその差は 7~8%程度女性のほうが男性より低

い数字となっている。以上から、出席率に関して、最貧困層は他の層よりも出席率が低い

ことに加え、男女間の差が大きく、女性の出席率が男性に比較して押し下げられていると

いえる。 

 

 

                                                   
103 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xxi, 64. 
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図表 32 MDG 指標（再掲）104
 

 
 

図表 33 家計の所得と児童（6 歳-12 歳）の出席率の関係（2008 年）105
 

 
 

                                                   
104 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt's Progress Towards Achieving, p.151. 
105 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving, p36. 
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図表 34 主な州別教育指標 （2007/2008 年）106
 

 

                                                   
106 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 
264. 
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図表 35 教育の不均衡に関する指標（地域別）（2007/08、2009 年）107
 

 

                                                   
107 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 
265. 
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非識字率の高さは重要な問題である。中央統計局（CAPMAS）が 2006 年に実施した国勢

調査では、非識字者の数は 1,680 万人（成人人口の約 3 分の 1）に達し、一貫して高い数字

で推移している。また、非識字率については、世代間および男女間で差が見られること、

また地域間でも差があることが下記の図より読み取れる。2006 年の国勢調査によれば、10

歳から 15 歳までの非識字率は 20%を切り、男女間格差も小さい。しかし、年齢が上になる

に従い、非識字率が上昇するとともに男女間格差も開いていく。75 歳以上になると、非識

字率は約 80％に達し、女性の非識字率は約 90％、男性の非識字率は約 70%と、両者の間は

20 ポイント近い差が生じている。 

また、地域間格差に目を向けると、バニ・スエフやファイユム（Fayoum）、アシュート、

ミニア、ソハーグ等の統治地区の非識字率は20%を超えているが、南シナイや紅海（Red Sea）

等の地域は 5%を切っている。2009 年の貧困マップと照らし合わせると、一概には言えな

いものの、最貧困村を多く抱える地域において、非識字率が高い傾向が読み取れる。 

こうした問題に対し、政府は、大学前教育改革として、教育評価基準の策定、教師向け

職業アカデミーの設立、包括的な戦略計画を策定し、改革に取り組もうとしているほか、

中央から地方により多くの権限を付与することで、教育水準確保に取り組もうとしている。 

 

図表 36 ジェンダー間および世代間の非識字率格差（2006 年）108
 

 
 

 

                                                   
108 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving, p.31. 



39 
 

図表 37 地域間の非識字率の分布（2006 年）109
 

 

 

                                                   
109 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving, p.37. 
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(2) 保健110
 

  エジプトは、幼児死亡率低下において目覚しい発展を遂げ、1967 年の 1,000 人あたり

240 人から、2008 年には 28 人となった。妊産婦死亡率についても、1992 年の 10 万出産

あたり 174 人から、2000 年には 84 人、2008 年には 55 人と減尐し、この状況が続けば MDG

達成が見込まれる。しかし、地域格差は依然として大きく、医学的専門知識を持った人の

支援を得て出産した女性の割合が都市部の 90%に対し、農村では 72%となっている。保健

省は、1990 年代中期に発足した保健部門改革プログラムで採用された政策の支援及び同省

の監督機能を強化する再構築プロセスを実施している。保健分野の改革プロセスは、保健

サービスの質に関する基準の設定、保健従事者の能力向上、保健情報システムの改善、地

方への自主権の付与等に供する結果となった。今後の課題としては、現在一部の県に限ら

れている同プログラムの全国的な普及が必要とされる。 

 乳児死亡率、5 歳未満死亡率の所得別 5 階層間の差は明らかである。5 歳以下死亡率は最

貧困階層において非常に高く、裕福な子供の倍である。一方、2005 年から 2008 年の経年

変化ではすべての所得階層において著しい減尐がみられたが、この傾向は最貧困層におい

て最も高かった。 

 

図表 38 MDG 指標（再掲）111
 

 
 

                                                   
110 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. xxii, 8, 74. 
111 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt's Progress Towards Achieving, 
pp.151-154. 
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図表 39 最貧困層と最富裕層の乳児死亡率・5 歳未満死亡率の格差（2008 年）112
 

 

 

 

                                                   
112 UNDP Egypt (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards Achieving. p. 
41. 
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貧困層への質の高い保健サービスの提供は保健分野の重要な課題の一つである。貧困

と健康は相互に関連しており、貧困家庭は栄養不良、劣悪な環境への暴露、低いサービス

の利用と関連しており、結果として高い乳幼児死亡率は上エジプトの村落など貧しい地域、

また最貧困階層世帯に見受けられる113。 

                                                   
113 UNDP (2010), The Millennium Development Goals 2010, Egypt‟s Progress Towards 
Achieving.pp65-66． 
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図表 40 妊産婦および子供の保健に関する指標（2008 年）114
 

 

                                                   
114 UNDP Egypt (2010), Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future, p. 
246-7. 
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図表 41 保健に関する主要指標（地域別）（2008 年） 
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(3) 社会保護115
 

社会問題省（MoSS）は、貧困削減、社会不平等の撲滅、社会的弱者の保護、人々の生

活や幸せを脅かす危機に対処するため、家計、子供、教育、労働等の様々な観点から財政

支援や現物支給を実施している116（図表 42 参照）。代表的な社会保護政策には、パン等の

食料品、ガソリン等の燃料に対する政府の補助金付与がある。政府はセーフティーネット

及び補助金を中心に社会政策に取り組み、社会政策関連支出も増加している。 

各政策の受益者を見ると、学校給付（school allowances）の受益者は 60 万人、社会保

障年金の受給者は 180 万人、食料配給カード（food ration cards）の受益者は 6,300 万人と

なっている。マイクロクレジットについても、MoSS の調査によると受益者および貸付額は

拡大しているとのことである（図表 43）117。 

しかし、そうした取り組みに反して、エジプトの貧困は依然として解消されておらず、

貧困率は比較的高いままである。また、貧困世帯を対象にした社会政策については、貧困

世帯に支払われる現金給付や補助金が十分でないという問題がある。補助金全体に占める

貧困世帯向けの補助金の割合は小さく、社会支出全体からも見ても非常に尐ない。社会保

護プログラムの運営も非効率的であるため、社会保護政策が期待された効果をもたらして

いない118。また、貧困層が利用する医療機関について、貧困層は高額な民間医療サービス

を利用することが出来ないため、無料ないしヘルスケア補助が出る公的医療機関を利用す

るが、公的医療機関の質は低く、その意味で貧困層は十分な医療ケアを受けられない状況

にあると言える119。 

セーフティネットが貧困削減につながらない要因として、多くの貧困層が依然として

社会保護の対象から外れていること、補助金の額が尐なく貧困リスクの低減に不十分であ

ること120、本来社会保護対策の対象とはならない富裕層が恩恵を受ける結果となってしま

っていること等が挙げられる121。 

 

 

                                                   
115 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 16. 
116 UNDP Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil 
Society, p. 129. 
117 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 46. 
118 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 60. 
119 WFP(2011), Secondary data analysis of the food security situation in Egypt. p.34. 
http://www.wfp.org/content/egypt-secondary-data-analysis-food-security-situation-may-2011 
120 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 51. 
121 図表 45および図表 44より、富裕層が各社会保護プログラムによる恩恵を受けていることが分かる。

とりわけガソリンは、富裕層に多い自動車保有を反映して、貧困層に利益が行き届いていない。高所得層

20%は、貧困層よりも 2.5 倍のエネルギー補助金を受けているとされる（WB (2005), Egypt – Toward a 
More Effective Social Policy: Subsidies and Social Safety Net, p. 47.）。 

http://www.wfp.org/content/egypt-secondary-data-analysis-food-security-situation-may-2011
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図表 42 社会問題省が提供する社会サービス122
 

 
 

 

図表 43 社会保障プログラム一覧とその成果123
 

 

 

                                                   
122 UNDP Egypt (2008), Egypt Human Development Report 2008, Egypt‟s Social Contract: Role of Civil 
Society, p. 129. 
123 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 46. 



47 
 

図表 44 石油およびガスからの絶対移転124
 

 

 

 

図表 45 各階層が受け取る石油製品補助金の割合125
 

 

 

 

                                                   
124 WB (2005), Egypt – Toward a More Effective Social Policy: Subsidies and Social Safety Net, p. 48. 
125 WB (2005), Egypt – Toward a More Effective Social Policy: Subsidies and Social Safety Net, p. 47. 
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図表 46 セーフティーネット及び補助金の効果126
 

 

 

2. 投資・ビジネス環境改善 

エジプトは、2004 年のナズィーフ政権発足以来、投資環境の改善に取り組んでおり、

その一環として、所得税、法人税の引き下げといった税制改革、官僚主義の廃止を目的と

した One-Stop-Shop の設置127、会社設立の際の最低資本金の引き下げ128等を実施した。そ

の結果、世銀が毎年発表する報告書 Doing Business において、2006/07 年度にその年の投

資環境の改善に関して世界で最も改革を行った国であると評価されたのに続き、2007/08 年

度にも 2 年連続して 10 大改革国の 1 つに選ばれた129。世界全体の総合順位で見ると、

2007/08 年度は 181 か国中 114 位と、依然として投資環境に改善の余地を残しているとは

いえ、2005/06 年度は 175 か国中 165 位であったことを踏まえると、エジプトのビジネス

環境上の地位は急速に高まっており、引き続き改革が行われることが期待される。 

政府は、投資誘致を地方にまで広げることで地方産業の活性化とともに雇用の拡大を

図り、市民が投資の恩恵を受けられるよう努力している。代表的な計画として上エジプト

                                                   
126 WB (2005), Egypt – Toward a More Effective Social Policy: Subsidies and Social Safety Net, p. vi. 
127 適切な機能を果たしていない手続きを迂回または迅速に行うために複数の行政機関の代行サービスを

担う（Stone （2006）, Establishing a Successful One Stop Shop: The case of Egypt, p. 4.）。2005 年に

最初のサービスがカイロで開始され、これにより、会社設立に要する時間と費用が半分に削減され、カイ

ロのみならずアレキサンドリア、アシュート、イスマイリヤでも同サービスが開始されたことで、地方の

企業家がビジネス開始のためにカイロに行く必要がなくなった（WB/IFC（2007）, Doing Business in Egypt 
2008, p. 6.）。 
128 2006/07年度に政府は最低資本金をそれまでの 50,000LEから 1,000LEに引き下げるという大胆な改革

を実施した。これにより、同改革後の 6 か月間、カイロ、アレキサンドリア、アシュートの 3 都市で設立

された企業数は 2006 年よりも 72%増加した（WB/IFC（2007）, Doing Business in Egypt 2008, p. 6.）。 
129 Doing Business ウェブサイト参照。http://www.doingbusiness.org/reforms/top-reformers-2008（2011
年 12 月 15 日アクセス） 

http://www.doingbusiness.org/reforms/top-reformers-2008
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地域の開発計画がある。上エジプト地域は、首都カイロを中心とする大カイロ圏、ナイル

川河口付近のデルタ地域と比べると交通の便も悪く、インフラも未整備なため、開発後進

地域となっている130。上エジプト地域では、メガ・プロジェクトの一つである西部砂漠地

域のトシュカにおける大規模農場設立計画131など、辺境地の開発が進められており、民間

の活力も巻き込んだ多くの投資を呼び込もうとする計画が進められている。そのため、2005

年のムバラク前大統領による選挙公約や2007/08-11/12年度の第6次社会経済開発五か年計

画においても同地域の開発が重点施策となっている132。 

ムバラク政権下では、上エジプト開発における同地域への投資促進策として、従業員

一人の雇用につき、15,000LE の手当 、土地の無償提供といった企業誘致計画が策定され

た133。流通コストやインフラ整備の問題があるため、労働集約型産業である農業、繊維産

業を中心に関連企業の進出が期待されているが、産業の新興に向けた工業地区の設立が図

られており、外国投資を地場産業の発展に結びつけることができれば、雇用確保と共に農

村における貧困対策として有効となりうる。 

 

3. 輸出振興・産業育成 

零細企業はエジプトの私企業の 99％以上を占めており、非農業セクターの雇用の 85%、

総雇用の 40％にあたる。過去 8 年に渡って、労働市場参入者の最大の就職先であった。過

去 10 年間、平均年率 4%の成長率で企業数が増え、雇用数は平均年率 5%で増加したが、

セクターは脆弱である。起業の高い増加の要因は高い失業率であり、若年層が新ビジネス

を設立した。特に小売り業で多く、移動の際の交通事故などによる高い死亡率につながっ

ている。標準的なエジプトの零細・小企業は 2.3 名の従業員であり、すべての私企業の 4

分の 3 は 3 名以下の従業員しかいない。80%以上の零細企業はインフォーマルであり、低

付加価値、低品質、低商業実績である。企業登録済みの零細企業は煩雑で官僚的で、現実

にそぐわない法や規制の対象になる。また、フォーマル金融サービス、ビジネス関連サー

ビス、マーケット、情報、技術、技術者、適正価格の投入財へのアクセスなどの障害に直

面する。零細企業の数は増加しているが、貧困削減にはつながっておらず、むしろ、貧困

率は近年増加している。 

発展途上国共通の特徴であるが、これらの企業は小売業、サービス業に集中している。

                                                   
130 IFAD, Rural Poverty Portal 参照。http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/egypt
（2012 年 1 月 12 日アクセス） 
131 WB (2009), Upper Egypt: Pathways to Shared Growth, pp. 31-32. トシュカ・プロジェクトは、中東で

最大級の灌漑プロジェクトであり、上エジプト地域にあるナセル湖から水を引くことでエジプトの灌漑地

を 7%拡大し、工業と農業を基盤とした新たな土地に 300万人の定住を目指したもの。1997年にプロジェ

クトが開始され、海外の投資家等から 70 億 LE（約 10 億米ドル）の投資が集められた（WB (2009), Arab 
Republic of Egypt Upper Egypt: Pathways to Shared Growth, pp. 31-32.脚注）。 
132 MoED (2007), The Sixth Five-Year Plan 2007-2012. 2007, pp. 102-103. 
http://www.mop.gov.eg/english/sixth%20five%20year.html（2011 年 12 月 15 日アクセス） 
133 Industrial Development Authority ウェブサイト参照。http://www.ida.gov.eg/upper_egypt_en.html（2011
年 12 月 15 日アクセス） 

http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/egypt
http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/egypt
http://www.mop.gov.eg/english/sixth%20five%20year.html
http://www.ida.gov.eg/upper_egypt_en.html
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2008 年 12 月の時点で、すべての零細企業のうち 59％が小売業・仲介業であり、27％がサ

ービス業、14％が製造業である。マイクロ・小企業はエジプトの企業の大部分を占めるに

もかかわらず、輸出への貢献は非常に尐なく、2008 年の総輸出額の 4%にすぎない134。 

エジプト輸出の好調振りは、財・サービス輸出に対する債務利払いの割合の低下に表

されている。また、エジプトの対外債務は、対 GDP 比で 1990/91 年に 100%を超えていた

が、2008/09 年には 16.7%にまで減尐した。エジプトの財・サービス輸出額は 2003/04 年

の 1,050 万米ドルから 2008/09 年に 2,520 万米ドルに増加し、エジプトの対 EU 輸出のシ

ェアは 2008/09 年に 34%に達し、対米国輸出のシェアは 25.5%となった。これは、EU や

米国への輸出の際に非関税措置によるアクセスが増えたほか、一部の途上国への農業、繊

維・衣類製品輸出の関税が撤廃されたことによるものである135。 

エジプトは貿易活性化のため、地中海、アフリカ、中東といった近隣諸国を中心に貿

易協定締結等のパートナーシップ強化を進めている。具体的なパートナーとしては、欧州・

地中海諸国（欧州・地中海パートナーシップ協定、EU・エジプト連合協定、アガディール

協定）、米国（QIZ 協定）、アフリカ諸国（COMESA、ナイル川流域イニシアティブ ）、ア

ラブ諸国（ACM、GAFTA）などが挙げられ136、地理的特性を活かした近隣地域市場への参

入を拡大するための積極的なアプローチを行っている。 

エジプトは、国家工業開発戦略（National Industrial Development Strategy）に基づき、

輸出主導型の製造業の発展に取り組んでいる。その結果、工業部門は、飛躍的な発展を遂

げ、当初の想定を上回る年率 7.8%成長を達成した。他方で、今後の更なる工業部門の発展

のためには、2 つの主要課題があり、天然資源等の第一次産品が大半を占める現在の輸出構

造から高・中程度の技術をベースとした製品輸出への変革、アジアからの輸入製品と競合

しながら EU 市場向け食品の新たな衛生規制対策に取り組む必要がある137。 

 

4. 農業・農村開発 

農村に住む 3 分の 2 の貧困層が農業に従事している。労働力人口の 40%が農業に従事

しているが、農業に従事する人は、貧困層（55%）が非貧困層（31%）を上回っている。

ナイル川渓谷およびデルタは、気候や土壌が農業に適しており、生産性は高い。しかし、

エジプト全体で見ると、農業が可能な土地は国土の 3%に過ぎず、降雤量が尐ない同国にお

                                                   
134 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt. p.36． 
135 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 9. 
136 MoIFT ウェブサイト参照。http://www.mfti.gov.eg/english/agreements.htm（2011 年 12 月 15 日アクセ

ス） 
この他、エジプトは、二国間による自由貿易及び特恵貿易協定を結んでおり、主な相手国には、トルコ、

リビア（1990 年 12 月関税貿易協定署名）、シリア（1991 年 7 月貿易協定署名）、チュニジア（1998 年
5 月自由貿易協定署名）、モロッコ（1998 年 5 月自由貿易協定署名）、レバノン（1999 年 1 月貿易保護

実施プログラム署名）、ヨルダン（1998 年 10 月貿易保護実施プログラム署名）、イラク（2001 年 1 月自

由貿易協定設立のための実施プロトコール署名）がある（MoIFT ウェブサイト参照）。最近では、2007 年
8 月に EFTA（アイスランド、スイス、ノルウェー、リヒテンシュタイン）と、2007 年にトルコと自由貿

易協定を締結した。 
137 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 17. 

http://www.mfti.gov.eg/english/agreements.htm
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いて、灌漑された土地が尐ないことが農業生産の成長を妨げる大きな要因となっている138。

また、貧困農家は、土地や貸付、最新の農業技術へのアクセスが限られているため、農業

生産性を向上させることができないとも考えられている139。以上のようにエジプトの農業

は生産性が十分でないため、農業収入は他の収入よりも重要度が低い140。一般的に低・中

所得国においては、降水量の変化が農業所得の不安定性をもたらし、貧困にも多大な影響

を与えるが、エジプトではほぼ全ての農業がナイル川の恩恵によって灌漑されており、降

水量の変化が収穫高の決定要因ではない。実際の生産高は、1991 年から 2003 年の間に着

実に増加しており、農業・土地開拓省の統計によると、1999 年から 2004 年の間に国内全

ての地域において家畜所有数は上昇している。しかし、FAOの統計によると、1991 年から

2003 年にかけて 27%上昇した農業生産高の実質価値は、作付けされた土地が 17%増加した

ことによるものである。この作付面積の拡大は、大学を卒業した若い労働者や商業活動用

に割り当てられた“新しい土地”を開拓した結果としてもたらされたものであり、既存の

“古い土地”で農業を営む貧困世帯は、作付面積を拡大することができない。このため、

土地生産性の成長が低迷する大半の農家は、貧困から抜け出すことができない141。 

エジプトの主な農業製品には、生産量別で見ると、さとうきび、トマト、小麦、米、

とうもろこしがあり、価格別では、トマト、米、水牛乳、小麦、グレープが代表的である。

エジプトは野菜や果物を中心に良質な原料を有するにもかかわらず、食品加工分野におけ

る付加価値は 20%を下回り、トルコ、モロッコ、中国、スペインと比べて低い数値となっ

ている。じゃがいも、トマト、オリーブの生産は比較優位性があるが、加工品は殆ど輸出

されることがなかった。しかし、近年では冷凍、缶製品を中心に野菜の加工分野が伸びて

おり、2005 年から 2009 年の間の成長率は 118%に達した。中小企業が 87%を占める食品

加工分野は、特に品質、食品安全、トレーサビリティ（原材料から製造・販売・廃棄まで

の履歴管理）において戦略的計画が必要とされている。政策立案者には、エジプトの地理

的特徴を活かし、かつ需要に基づく製品を開発しながら市場アクセスを確保することが求

められる 

全人口の 57％は貧困が蔓延する地方に住み、貧困層、最貧困層の 70％が地方に住む142。 

農業セクターの GDP への貢献は 2007 年には 14％と徐々にその重要性は薄れているが、依

然として労働人口の 30％を雇用する最大の雇用分野である。また、女性労働力は全体でわ

ずか 11％であるが農業においては 40％である143。貧困層または食糧危機にある人々の 70％

程度が地方に住み、これらの多くが食糧供給と収入源を農業に依存している。 

生産システムは主に小規模複合農業であり、半数近くの農家が 0.85 ヘクタール（2 フ

                                                   
138 IFAD ウェブサイト参照（http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/egypt ） 
139 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 55. 
140 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 71. 
141 MoED/WB (2007),Egypt - Poverty assessment update, p. 54. 
142 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 88. 
143 以下 WFP(2011), Secondary data analysis of the food security situation in Egypt,pp.11-13．. 

http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/egypt


52 
 

ェダン）以下の耕作を行っている144。大部分の耕作はナイル流域およびデルタ地帯の灌漑

農法であり、9％のみが天水またはオアシス地域である。「古い農地」では土地の細分化が

小麦のような戦略的な主食穀物の生産を妨げる主たる理由である。世界で最も多くの肥料

を投入し、集約農法を行い、灌漑への不十分・不規則な水供給にもかかわらず、面積当た

りの収穫量も多い。このような小農にとって、耕作は世帯の穀物ニーズや家畜の飼料を自

給自足するためのものである。一方、政府補助のある食糧は農産物売価よりも低い値段で

入手可能なため、自給ではなく販売にまわす農家も多い。耕作面積が小さいため、農家は

農業セクター内外で生計手段を多角化せざるを得ず、都市や海外への季節的な移動労働者

となる。農産物の多くはローン返済の必要から収穫と同時に売りさばかれる。砂漠に新規

開拓された「新農地」は耕作地も大きく市場性のある輸出用の換金作物の耕作がされてい

る。 

畜産は平均すると農業生産の 40％以上にもなる。畜産は通常、穀物生産よりも生計向

上に非常に重要である。家畜生産の 80％は小農によって生産されているが、近年、近代的

な乳牛・食肉牛の生産も増加している。2008 年には 40%の小農が家畜を所有しており、上

エジプト地区ではその割合がさらに 49%である。養鶏の生産も増加しており、約 150 万人

が専業で、100 万人が季節労働者として従事している。2008 年には 6 世帯のうち 1 世帯が

養鶏をしている。 

  エジプト政府は、政治的優先課題として上エジプト地域の開発を強化している。同地

域は、土壌が肥沃で水も豊富であり、労働コストも低い。また、耕作可能な土地が多く、

気候が安定しているため収穫時期を 3、4 週間短縮することが可能である。このように上エ

ジプト地域は、農業生産拡大の可能性を有している。他方、生産性は、上エジプト地域に

おける主要課題であり、収穫前後の作物の取り扱いが不適切であることや、輸送やインフ

ラ設備の欠陥によって、作物を収穫後市場に出荷できず、損失が生じている。生産者の多

くは、生産段階から市場に出荷するまでの十分な情報を持ち合わせていない。また、肥料、

殺虫剤及び水の適切な投入量に関しても、旧来の考えに依存しているため、生産性の改善

につながっていないという問題がある145。 

このように、様々な課題を抱えているものの、農業部門は、食糧安全保障、雇用創出、

農業所得ひいては国家収入の拡大、バランスが取れて持続可能な成長という目標を同時に

達成し、かつ経済成長及び競争力の源になる可能性を有している146。 

 

 

 

 

                                                   
144 以下 WFP(2011), Secondary data analysis of the food security situation in Egypt,pp.11-13. 
145 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, pp. 31-32. 
146 UNDP Egypt (2010), Situation Analysis: Key Development Challenges Facing Egypt, p. 32. 
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地図 3 主要農業システム（2001 年）147
 

 

 

                                                   
147 FAO http://www.fao.org/countryprofiles/Maps/EGY/01/fs/index.html （2012 年 2 月 14 日アクセス） 
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添付 2．主要な情報源リスト 

 

エジプト政府 

 内閣府 http://www.cabinet.gov.eg/ 

中央銀行 http://www.cbe.org.eg/ 

中央統計局 

http://www.msrintranet.capmas.gov.eg/pls/fdl/tst12E?action=1&lname=  

  

 

国際機関 

 国連開発計画エジプト事務所 http://www.undp.org.eg/  

 世界銀行 国別事業（エジプト） 

http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/COUNTRIES/MENAEXT/EGYPTEXTN/0,

,menuPK:247804~pagePK:141159~piPK:141110~theSitePK:256307,00.html  
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貧困データ 

世界銀行データ http://data.worldbank.org/country/egypt-arab-republic 

国連公式 MDG データ http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Data.aspx 

UNDP 人間開発指標 エジプト 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/EGY.html   
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